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デジタルアセット・トレジャリー戦略に係る 

TOPLIQUIDITY MANAGEMENT LIMITED との業務提携に関するお知らせ 

 
 

当社は、本日開催の取締役会において、2025 年 12 月 1 日付で新設分割により設立する CrypTech 

Capital 株式会社（以下「CTC 社」といいます。）におけるデジタルアセット・トレジャリー事業

に関して、デジタルアセットサービスプロバイダーである TOPLIQUIDITY MANAGEMENT LIMITED（以

下「TL 社」といいます。）と業務提携契約を締結することを決議しましたので、下記のとおりお

知らせいたします。 

 

１．提携の背景および目的 

TL 社は、2023 年 11 月に英領ヴァージン諸島に設立された、公開株式およびデジタルアセット

分野におけるグローバルな投資・アドバイザリー会社です。同社の経営陣および専門チームは、

世界各国の上場企業、富裕層投資家、ファミリーオフィス、ならびにデジタルアセット関連プロ

ジェクトに対して、豊富な投資および助言実績を有しています。 

特にデジタルアセット・トレジャリー分野において活発な活動を展開しており、複数の上場企

業に対して、財務戦略の一環としてデジタルアセットを導入・運用するためのアドバイザリーサ

ービスを提供しています。 

当社は、2025年 6月 30日に開示した「新たな事業（暗号資産の戦略的備蓄・運用）の開始に関

するお知らせ」において、デジタルアセット・トレジャリー戦略を担うクリプテック・キャピタ

ル事業の立ち上げを発表しております。本事業は、当社の新設分割子会社であるテノーラ株式会

社の Web3 ゲーム開発事業を補完しつつ、バランスシート戦略の一環として持続的な価値成長が

見込まれるデジタルアセットを資産ポートフォリオの一部として保有することを目的としていま

す。 

TL 社の豊富な経験と専門性を活かすことで、CTC 社のデジタルアセット・トレジャリー事業を

円滑かつ効果的に推進させ、中長期の資本効率を高める新たな財務戦略として、本提携を位置づ

けています。 

 

２．提携の内容 

本提携に基づき、TL社は CTC社に対して以下のサービスを提供します。 

a） 成長資産としてのデジタルアセット導入支援 

TL 社は、CTC 社と協働し、持続的な価値成長が見込まれるデジタルアセットを保有・運用する

ための戦略ロードマップを策定し、デジタルアセット・トレジャリー事業の実行支援に関するア

ドバイザリー業務を提供します。 

b） リスク管理体制構築 

TL 社は、CTC と協働し、デジタルアセットの安全な保管および管理を実現するための堅牢なセ

キュリティおよびカストディ体制の構築に関する助言・コンサルティングサービスを提供します。 

 

 

 



 

 

c） 継続的サポート 

CTC 社のデジタルアセット戦略の進展に合わせ、TL 社はオペレーション、技術、マーケットリ

スク管理の面で継続的な支援を行い、業界のベストプラクティスに基づくガイダンスを提供しま

す。 

 

３．提携先の概要 

（１）名称 TOPLIQUIDITY MANAGEMENT LIMITED 

（２）所在地 Sea Meadow House, P.O. Box 116 Road Town, Tortola, 

British Virgin Islands VG1110 

（３）代表者の役職・氏名 Yang Lu 

（４）事業内容 投資事業、投資助言、戦略コンサルティング 

（５）設立年月日 2023年 11月 22日 

（６）資本金 USD50,000 

（７）大株主及び持株比率 相手先の意向により非開示としております。 

（８）当社との関係 (資本関係) 該当事項なし 

(人的関係) 該当事項なし 

(取引関係) 該当事項なし 

（９）経営成績及び財政状態 

 

当該会社は英領ヴァージン諸島に設立された非公開会社であ

り、法的に財務情報の開示義務を負っておりません。過去３

事業年度分の財務諸表の外部提供についても、相手先の意向

により非開示としております。 

 

４．日程 

取締役会決議 2025年 11月 19日 

契約締結日  同日 

 

５．今後の見通し 

当社の連結業績に与える影響は軽微と考えております。今後、公表すべき事項が生じた場合に

は、速やかに開示いたします。 

以上 


